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平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

情 報 共 有 化 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 １３２，４６４ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府民発・府民参画・府民協働の促進のため、府民が求める府政情報

を速やかに提供できる府民との情報共有の環境及びそれを推進する体

系的な庁内の情報共有システムを整備する。

事 業 内 容

２ 事業内容目的

対象

方法等 （１）コールセンターシステムの運用

府民からの問合せ対応履歴の管理等を行うシステムの運用

（２）情報共有の推進

府庁内の公文書等の府民への公開

府庁内での情報の共有の推進

（３）文書事務処理効率化の推進

庁内における意志決定の迅速化（電子決裁）の推進

（４）ＦＡＱの運用

ＦＡＱ（よくある質問に対する回答）の更新等

担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号 075-414-5963

総務－１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

電 子 申 請 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１９３，３８４千円

１ 目 的

府・市町村共同の電子窓口サービス（ポータルシステム・電子申請

システム・公共施設案内予約システム）を運用・拡充し、府民サービ

スの向上と業務改革の一層の推進を図る。

２ 内 容

事 業 内 容 府・市町村共同の電子窓口サービスの運用を開始するとともに、下

記システムの拡充を図る。

目 的

( ) ポータルシステム1
対 象 府・市町村共同のポータルサイトから、府・市町村等が開催する

様々なイベントへの参加申込を行えるようにする。

方法等

( ) 電子申請システム2
申請・届出等の手数料をインターネットを利用して納付できるよ

うにする。

( ) 公共施設案内予約システム3
スポーツ施設や文化施設に加え、宿泊施設の空き検索や利用申込

もインターネットから行えるようにする。

075-414-5962担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

財 務 業 務 改 革 推 進 費事 業 名

予 算 額 ２６９，８２６ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨

予算編成、財務会計及び決算管理に係る事務を見直し、効率化

を図るとともに、これらの機能を統合した低コストのシステムを

市町村との共同化により実現する。

２ 概 要

事 業 内 容

（１）新たにＷｅｂ方式を採用することにより低コストを実現した

目 的 新システムの運用を開始する。

（２）ホストコンピュータの撤去に向け、その影響を受けるシステ

対 象 ムの変更等を行う。

（新システムの特徴）方法等

① 予算編成、決算管理機能の追加により、予算から執行、決算まで

、 、を統合した一元的な財務管理を可能とし 二重入力の排除等により

財務業務全体を通じて効率化を図る。

② 電子決裁へ対応することで、事務処理の迅速化を図る。

③ 出力帳票等のペーパレス化の推進により、省資源化のみならず、

保管場所が不要となることにより、ファシリティの有効活用に資す

る。

④ 方式による操作性の向上とシームレスな検索により業務の効Web
率化が可能となる。

075-414-5961担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

総務事務集中化推進費事 業 名

予 算 額 ３６８，８０９千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

府民サービスに直結しない総務事務等の間接業務について、業務
事 業 内 容 のあり方を見直すとともに、ＩＴを活用した集中処理及び外部委託

を行うことにより、省力化・効率化を図る。
目的
対象
方法等

２ 事業概要

( ) 関連システムの試行1
総務事務システム（旅費管理等の庶務事務をスリム化させるシ

ステム）及び同システムと連携する関連システムの試行運用を実
施する。

( ) 事務集中処理の試行2
総務事務等の間接業務のあり方について、引き続き見直しを行

うとともに、事務集中処理の試行を実施する。

075-414-5964担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号

総務－４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総務部・農林水産部・土木建築部

統 合 型 Ｇ Ｉ Ｓ 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１５６，２４７ 千円

１ 目 的

府・市町村が共同で統合型地理情報システム（ＧＩＳ）を整備・運

用することにより、地図をベースとして、庁内、府・市町村、府民と

の情報共有を進めるとともに、防災、環境、まちづくりなど様々な行

政分野における業務の高度化・効率化を推進する。

２ 内 容

( ) データ整備1

①法定図書としての精度を有する基盤図

②災害発生時に関係機関との情報共有に資する災害対応ベース

マップ

③森林計画図

事 業 内 容 ④河川現況図等河川系データ（付加するデータの検討）

目 的

( ) システム整備2
対 象

①府民がインターネットや携帯電話を利用して、地図上で防災、

方法等 土地利用、統計等の情報を検索・閲覧できるシステム

②デジタルカメラ付きＧＰＳ携帯電話で撮影した災害現場等の

写真を地図上に表示させ、迅速・的確な災害対策等の実施に

役立てるシステム

③河川系個別システム（仕様設計）

担当課・係名 総務調整課電子府庁推進室 課・係 電話番号 075-414-5962

防災室防災担当 075-414-4475

林務課計画指導担当 075-414-5001

河川整備管理室管理担当 075-414-5290

総務－５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

税務電算再構築・業務改革推進費事 業 名

予 算 額 ２４７，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

現行のホストコンピュータ集中処理によるシステムを見直し、

、 、Ｗｅｂ方式を採用することにより 電算システムの最適化を実現し

維持管理コストの抑制を図るとともに、課税・徴収力向上のための

事 業 内 容 システム効率化を推進する。

目的 ２ 開発の目的

対象

方法等 （１）Ｗｅｂ方式の採用による維持管理コストの抑制

（２）課税・徴収力強化

① 付随的な大量反復業務の削減・効率化

・自動車税システムトータル電算化

・大量帳票削減、電子帳票化

② データ連携によるシステム効率化（庁内、市町村、国税）

・庁 内（財務会計等）

・市町村（課税・納税データ）

・国 税（法人税）

③ 電子申告・納税など納税者利便性向上

効率連携・地 方 税 電 子 申 告 シ ス テ ム

・自動車登録手続ワンストップサービスシステム

３ 新システム稼動予定時期

平成２０年１月から稼動予定

担当課・係名 税務課電算係 課・係 電話番号 075-414-4440

総務 － ６



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名 市町村未来づくり交付金

予 算 額 ２，０００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

地方分権時代にふさわしい自立した市町村の未来づくりを支援

事 業 内 容

目 的 ２ 交付先
対 象

方 法 等 市町村、一部事務組合、市長会、町村会、広域市町村圏等協議会

３ 交付対象事業

住民ニーズを踏まえ、戦略的に又は連携・協力して自立的な地
域づくりの推進や各種緊急課題の解決を図る市町村等の重点事業

（１）市町村等計画及び府広域振興局地域振興計画に沿って実施

する創意工夫されたもの

（２）複数市町村又は府と市町村が連携・協力して実施するもの

（３）緊急に実施することが必要なもの

担当課・係名 地方課総務企画担当 課・係直通電話番号 075-414-4446

総務 － ７



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名 府・市町村行財政連携推進費

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 目的

府と市町村及び市町村相互間の行財政の連携等に関する府の基本

的な方針等について論議を進め、行政の高度化・効率化や行政組織
事 業 内 容 の合理化を推進

目 的 ２ 事業内容
対 象

方 法 等 京都府・市町村行財政連携推進審議会の設置・運営等

［審議内容］
府の基本的な方針等を審議
①府・市町村の行財政連携

②市町村の行財政改革
③市町村相互間の業務の共同処理及び自主的な市町村合併を含

めた地域のあり方

［委員構成］

10人以内（学識経験者、市長会・町村会の代表者等）

担当課・係名 地方課行政担当 課・係直通電話番号 075-414-4449

総務 － ８



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

地域防災力充実事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１３６，５００千円

１ 目 的
大規模災害等発生時に備えて、府内市町村の防災体制の強化を図る

事 業 内 容 ため、地域防災の要である消防団や、初期消火活動等を行う自主防災
組織等の活性化を図り、もって、地域における防災力の向上を推進する。

２ 事業概要
○消防団資機材等総合整備事業補助金

補助対象事業 補助率
１ 消防団等活動支援総合整備事業
①消防団資機材整備事業
・消防ポンプ車等
・消防団活動服等

目 的 ②女性消防団(隊)育成事業
・女性消防団(隊)活動服等

対 象 ・軽可搬式ポンプ
以内③消防団等環境整備事業 1/2

方法等 ・消防団拠点施設
・アポロキャップ 等
④消防団員確保促進事業
・広報誌、ポスター作成等
・資格等取得経費
２ 自主防災組織育成事業
・小型ポンプ、訓練経費等
・自主防災組織連絡協議会開催経費

３ 地域防災活動促進事業
・常備消防、消防団、自主防災組織合同によ
る訓練・研修の経費
・地域の防災リーダーの養成に要する経費

補助対象者
市町村・一部事務組合 等

○ 消防団員激励事業
消防団員の奉仕的かつ献身的な活動に対し、その労苦に報いるとと

もに団員の処遇改善に資するため、激励金を交付する。（財団法人京都
府消防協会が実施する事業に対して助成。）

担当課・係名 消防室 消防担当 課・係 電話番号 075-414-4468

総務 － ９



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総務部

消防広域化等推進事業費事 業 名

予 算 額 新規 ・ 継続の別 新 規６，０００ 千円

１ 目的

消防救急無線のデジタル化を契機に無線の広域化・共同化を進めるととも

に、指令業務の共同運用等消防体制のあり方を検討し、消防力の効率的運

用や充実強化に向け、消防の広域化を推進する。

事 業 内 容 ２ 概要

（１）消防広域化等検討委員会の設置

対 象 ○構成 市町村長、消防長、消防団長等消防関係者、学術経験者等

○内容 消防体制のあり方の検討

消防救急無線の広域化・共同化整備計画の策定〕方法等 〔

・消防救急無線の広域化・共同化による整備・運用の検討

〔消防広域化推進計画の策定〕

・指令業務の共同運用の検討

・消防救急体制の検討

・消防団、自主防災組織との連携の強化 等

（２）無線の広域化・共同化整備に関する調査

○費用負担 （府１／２、市町村１／２）

○内容 ・無線基地局サービスエリアの調査

・デジタル化シミュレーション図の作成

・単独整備と共同整備の費用比較

・無線システムの検討 等

消防室 消防担当 課・係 電話番号 075-414-4468担当課・係名

総務 － １０



平成１８年度当初予算案主要事項説明
共 通

事 業 名 府立施設耐震強化対策費

予 算 額 新規・継続の別 継続２，２６７，１９０千円

１ 目 的
京都府においては、これまでから防災拠点となる府立施設の耐震化

に順次取り組んできたところであるが、これまでに耐震診断を行った
施設の中から必要なものについて計画的に耐震改修整備を進める。

（ ）
事業内容 ２ 事業内容

千円

事業名 事業概要 予算額

総合庁舎耐震強化対策 宇治総合庁舎の耐震改修工事 39,000
目 的 費
対 象
方 法 等 府立体育館耐震強化対 府立体育館の耐震改修工事 8,000

策費

中小企業会館耐震強化 中小企業会館の耐震改修工事 基 5,000（
対策費 本設計）

警察施設耐震強化対策 本部別館、下鴨、西陣、西京、 16,100
費 宇治の各警察署の耐震改修工事

（基本設計）

府立学校耐震強化対策 府立高校１８校の耐震改修工事 1,884,000
費

向日町競輪場耐震強化 向日町競輪場の耐震改修工事 113,000
対策費

府立看護学校耐震強化 府立看護学校学生寮の耐震改修 2,100
対策費 工事

府営水道耐震強化対策 宇治浄水場の浄水池及び木津浄 199,990
費 水場の取水口・集水管等の耐震

対策工事

合 計 2,267,190

担当課・係名 防災室 防災担当 課・係 電話番号 075-414-4474

総務 － １１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

衛星通信系防災情報システム整備費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続８５６，０００千円

１ 目 的

府民の安心・安全を確保するため、衛星通信系防災情報システ
ムを整備し、安全かつ信頼性の高いネットワークを確立する。

２ 事業内容

①衛星系システム及び地上系システムを整備することにより、通
信回線の二重化を図る。内

事 業 内 容 ②全国的なネットワークに接続することにより、京都府から国、都
道府県等に映像情報等を送受信する衛星系システムを整備。容

目的 ・ 対象 ③「京都デジタル疏水ネットワーク」を活用した地上系システムに
より、被害情報等を収集・発信する防災情報システムを整備。

方 法 等
衛 ○映像伝送システムの整備

星 ・高画質のデジタル動画像を国、都道府県等へ送受信 等

機 系

地 ○市町村等とオンライン化することによる迅速確実な情報収集

能 上 体制を整備

系 ・被害情報収集システム 等

○衛星系整備 １５・１６年度（１７年度から運用開始）

整

備 ○地上系整備 １７・１８年度（１９年度から運用開始）

計

画 ○新移動系整備 １９年度

担当課・係名 防災室 防災担当 課・係 電話番号 ０７５－４１４－４４７4

総務 － １２



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総務部：企画環境部：保健福祉部

原子力防災対策事業費
事 業 名

予 算 額 新規 ・ 継続の別 継 続２３１，５３６千円

１ 趣 旨

原子力災害対策特別措置法の趣旨を踏まえ、適切な原子力防災対策

を推進する。

２ 事業概要

（千円）事業内容 所 管 事 業 名 事 業 概 要 金額

原子力発電所緊 緊急時連絡網の管理運営、防対 象

１０１，３７３急時安全対策事 災活動資機材の整備並びに原子

業 力防災に関する普及啓発等方法等 総 務 部

（防災室）

原子力防災対策 原子力発電所への立入検査の

１，０００推進事業 実施等に伴う専門委員の設置

放射線監視等交 放射線の環境モニタリング、測企画環境部
１０８，０４３（環境管理室） 付金事業 定機器等の整備

緊急被ばく医療 緊急被ばく医療体制の充実を図
７，０００

ネットワーク調査 るため、緊急被ばく医療ネットワー

研究事業 ク調査検討会を開催
保健福祉部

（医療室）

原子力発電施設 放射線測定機器及び設置施設

４，５９９等緊急時医療施 の維持管理等

設等運営費

９，５２１原子力安全対策 緊急被ばく医療活動用資機材

機器整備事業 の整備

計 ２３１，５３６

防災室 原子力等安全対策担当 075-414-4473担当課・係名 課・係・電話番号

環境管理室 大気担当 075-414-4709

医療室 地域医療事業担当 075-414-4744

総務 － １３



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総 務 部

地震被害想定調査費事 業 名

予 算 額 新規 ・ 継続の別 継 続４８，４００千円

１ 目 的

平成１４年度から実施してきた活断層調査や、国等が行った

調査の成果を踏まえ、平成９年度に実施した地震被害想定の

見直しを行い、府民と行政が一体となった地震対策の充実を図

る。

事 業 内 容

２ 事業内容
目的

平成14～ 活断層データの収集対象

16年度方法等

平成17年度 地震被害想定調査の実施

・府域の地下構造図の作成（断層位置や地質

状況等のデータを収集・解析し、地下構造図

を作成）

平成18年度 地震被害想定の策定

・震度想定・被害想定等地震被害シミュレーシ

ョンの実施

・地震被害想定の見直し、減災効果の予測

平成19年度 地震被害想定を踏まえた防災対策の実施

・地域防災計画の見直し以降

・地震危険度の府民啓発

・防災訓練の実施

担当課・係名 防災室 防災担当 課・係 電話番号 075-414-4475

総務 － １４



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総務部

防災リーダー人づくり事業費事 業 名

予 算 額 新規 ・ 継続の別 新 規５，５４０ 千円

１ 目 的

府内各地の地域防災力の向上に資するため、災害時に地域や企業等にお

ける防災関係組織（自主防災組織等）の核となる防災リーダーを育成する。

２ 内 容

事 業 内 容 防災に関する知識・技術を体系的・実践的に修得するための講座を開設

目的 （１）対象者

対象 自主防災組織のリーダー、企業の自衛消防隊のリーダー

方法等 災害専門ボランティア、消防団ＯＢ、学生等

（２）実施方法

通信講座、会場講座の開催（３日間）

（３）定員

１００名

（４）その他

修了者は、「京都府防災リーダー」として登録

防災室 防災担当 課・係 電話番号 075-414-4474担当課・係名

総務－１５



平成１８年度当初予算案主要事項説明
総務部

災害対応ベースマップ作製費事 業 名

予 算 額 新規 ・ 継続の別 新 規４，０００ 千円

１ 目 的

市町村、消防、警察、自衛隊などの防災関係機関が発災時に、迅速な情報

伝達、災害支援が行えるよう共有地図を作製する。

事 業 内 容 また、他府県から災害支援などで府内の地理に不案内であってもこの地図

により情報の共有を迅速に行うことができる。

対 象

方法等 ２ 内 容

（１） ５万分の１地図に緯度経度の座標線を表示した図面を作成

（２） 孤立化のおそれのある地区や広域応援拠点、災害時の応援ヘリ等

の離発着場所、物資輸送拠点などの緊急対応に必要な情報の表示

（３） 統合型ＧＩＳで使用可能なようにベースマップのデジタル化

防災室 防災担当 直通電話 075-414-4475担当課・係名

番号

総務 － １６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

統計情報システム整備費事 業 名

予 算 額 １２，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

① 府及び市町村職員の統計データによる客観的根拠に基

づく施策立案を推進し、府民サービスの向上と行政事務

の効率化に資する。事 業 内 容

② 府民及びＮＰＯ法人が、統計情報から地域の現況を容目的

易に把握できるようにし、住民発・住民参画・住民協働対象

による行政の推進及び住民自らによる個性あるコミュニ方法等

ティづくりを支援する。

２ 事業内容

各種統計表の項目を単位としたデータベースを整備し、イ

ンターネットを利用した各種統計データを容易かつ効率的に

検索及び作表できる機能を有するシステムを整備・運用す

る。

また、庁内の統計所管部署と事務を連携させることで、デ

ータ登録関連の業務の簡素化を図る。

075-414-4483担当課・係名 統計課 企画調査係 課・係 電話番号

総務 － １７



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

私立学校教育振興補助金事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別19,535,304千円

１ 概 要

私立学校が京都府の学校教育において重要な役割を果たしているこ

とを踏まえ、私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の教育費負担

の軽減等を図る。

事 業 内 容 ２ 本年度の特色

7,000千円目的 読書習慣育成事業の新設 （幼稚園 ）

対象

方法等 学校生活において全ての学習活動の基礎となる国語力の育成には、幼

児期からの読書習慣の確立が重要であるとされている。

そこで、幼稚園での読書活動を強力に支援することにより、幼児期に

読書の楽しさを教え、豊かな心を育むとともに、生涯にわたる学習の基

礎の確立に努めるため、以下のような活動に係る経費に対して補助を行

う。

・図書館の整備・充実に伴う図書の購入

・読み聞かせや紙芝居等の実施

・子どもの読書活動に対する意識の高揚を図るための講習会の実施

・保護者に対する講演会の実施

・保護者のお話サークルの運営

・移動図書館事業

３ 予算の内訳

区 分 予算額（千円）

10,187,516高 等 学 校 運 営 費 補 助 等

2,423,280中 学 校 運 営 費 補 助

973,964小 学 校 運 営 費 補 助

5,250,519幼 稚 園 運 営 費 補 助 等

84,173専修・各種学校教育振興補助等

615,852私 学 関 係 団 体 等 補 助

19,535,304計

担当課・係名 文教課 私学係・助成係 課・係 075-414-4517

電話番号

総務 － １８



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

継 続予 算 額 ４９，４００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層推進する。

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日 年 回 ◎親子関係支援センター事業（ ）、26
専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

２５３箇所（⑰２２８箇所）実施箇所数

文教課 私学係 075-414-4517
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581

総務 － １９



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総務部・教育委員会

幼 小 連 携 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続３，０００千円

１ 趣 旨

幼児期から小学校段階に移行する際、子どもの成長・発達は連続してい

るにもかかわらず、現状では幼児期と小学校以降の教育との間に段差や相

互理解の不足が見られる。そのため、幼稚園、保育所、小学校が連携し、

幼児がその後の学校教育全体の生活や基盤を培い、小学校への移行が円滑

にできるよう支援する。

２ 事業概要

（１）幼児と児童との相互交流

事 業 内 容

・生活科や「総合的な学習の時間」等における交流学習

・発表会、運動会など行事への相互参加

目 的

（２）指導方法・指導内容の連携

対 象

○教職員の相互理解

方 法 等 ・授業参観・保育参観等による教職員の体験研修

・取組事例の情報交換

○研究会・研修会への相互参加

・指導内容の相互理解

・幼児・児童の実態把握

・事例研究を通した発達上の課題の明確化

（３）今後の目標

○府内全域での普及

○幼稚園や保育所と小学校等の各段階での役割構築、教育活動の充実

○幼・保・小連携の特色ある教育活動の促進

担当課・係名 文教課 私学係 課・係 414-4517

学校教育課 指導第１係 電話番号 414-5833

総務 － ２０



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

歴史的建造物等保存伝承事業費事 業 名

（社寺等文化資料保全補助金）

継 続予 算 額 ９０，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

府内の社寺等が所有又は管理する国・府では未指定で、学術上又

は文化的価値の高い文化資料の保全を図ることを目的とする。

事 業 内 容

これにより、歴史的な景観や民俗文化等の地域資源を活用し、地

目的

対象 域の文化の高揚や地域の活性化を図り、併せてこうした支援の活用

方法等

により、観光需要の拡大や地域振興の促進を図る。

２ 補助対象事業

① 文化資料の補修

美術工芸品の補修、建造物の修理

② 民俗文化資料の保全

有形の民俗文化資料の保全、無形の民俗文化資料の保全、

無形の民俗文化資料の映像記録等整備

③ 文化資料保存施設及び設備の整備

収蔵庫の設置、防災・防犯設備の整備又は保存施設の修理

④ 遺跡・名勝・天然記念物の保全

担当課・係名 文 教 課 宗 教 係 課・係 電話番号 075-414-4522

総務－２１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

祇園祭山鉾懸装品新調事業費補助金事 業 名

継 続予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

事 業 内 容 祇園祭山鉾懸装品のうち文化財的価値が高く、大型で貴重な

目的 前掛・胴掛・見送りなどの懸装品を退役保存するため、その代

対象

方法等 替として現代の意匠・染織技術の粋を集めた懸装品新調事業に

対して補助する。

２ 平成１８年度新調事業計画

新調点数 ３点（予定）

事業費総額 ３７，５００千円

補助率（負担率） ２／５

担当課・係名 文 教 課 宗 教 係 課・係 電話番号 075-414-4522

総務－２２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 外 来 診 療 棟 等 （ 第 １ 期 ） 建 設 事 業 費

予 算 額 ４５１，９９４ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

府立医科大学は、府民の総合的な健康管理の中枢センターとして、また､

「世界のトップレベルの医学を京都府民の医療へ」をモットーとした最高

水準の高度医療の提供施設としてその位置づけがますます重要となってい

る。今後ともこの使命を十分果たし、京都府の医療拠点として府民医療に

事 業 内 容 一層貢献できるよう、外来診療棟を中心とした整備を行う。

目的 ２ 整備概要

対象 全 体 内 容 外来診療棟、臨床医学学舎の新築等

△
方法等 面積 ３４，８５０㎡（地上８階、地下１階）

工期 平成２２年度完了予定

第１期建設年度 平成１８年度～平成２０年度

△

主な機能等（府民本位の３つの視点）

△

○府民にやさしい大学病院

小児医療センター

予防医学センター

急性期リハビリテーション拠点

地域医療支援拠点

患者にやさしい新外来棟

○環境に配慮した施設

○危機に強く、支えとなる建物

担当課・係名 京都府立医科大学庶務課企画情報係 課・係 電話番号 075-251-5208

総務 － ２３



■完成イメージ

■建設計画

総務－２３－①

外来診療棟等



京都府立医科大学外来診療棟等整備の概要

府民本位の３つの視点

１ 府民にやさしい大学病院
－府民の健康と安心・安全を提供し地域に貢献－

（１）小児難治性疾患からこどもを守り、骨髄移植や再生医療など最先端の医療を提供す
る「小児医療センター」
・初診から入院までのワンストップ化
・こどもの成長を支援する環境の整備

→プレイエリア等小児医療に不可欠な周辺環境
・家族に配慮した家族宿泊施設（５室）整備

（２）生活習慣病などについての予防医学の成果を府民に提供する「予防医学センター」

（３）急性期医療の充実とともに、早期の社会復帰を提供する「急性期リハビリテーショ
ン拠点」

（４）府内医療機関との連携強化とともに、府内医療機関に医師派遣を行う「地域医療支
援拠点」

（５）患者にやさしい新外来棟

①メディカルセンターによるワンストップサービス
関連する診療科の連携により患者さんが最適な医療を受診

例 消化器センター(消化器内科・消化器外科)
循環器センター(循環器内科・高血圧内科・心臓血管外科)

②アメニティーの向上によるゆったりとした空間・安心できる治療環境の整備
・快適で個室化された診察室
・ゆったりした待合
・オープンカフェの新設 など

③電子カルテの導入によるカルテ情報等の患者との共有
見やすくわかりやすいカルテと入院患者に電子化された治療計画による説明など

２ 環境に配慮した施設

（１）省エネルギー化
コージェネレーションシステムの導入など

（２）断熱性能の向上
建物に熱線反射ガラスの採用や屋上緑化など

（３）緑化の推進
屋上緑化（５階・６階、治療にも活用）や鴨川と調和した緑地の整備など

３ 危機に強く、支えとなる建物

（１）耐震性能の確保
阪神淡路級の地震でも十分に機能するよう整備

（２）緊急時の救急スペースの確保
外来ホールや待合いスペースの無柱空間化や医療ガスの装備など

総務－２３－②



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

附属病院電子カルテシステム整備費事 業 名

予 算 額 ９５３，０００ 千円 新規・継続の別 継続

患者の診療情報に係る記録を電子的に保存する「電子カルテシステム」を、

従来のオーダリングシステムや部門管理システムと合わせて、総合電算システ

ムとして開発し、府民サービスの向上と業務運営の改善に資するため、平成

２０年１月を目途に導入する。

事 業 内 容

（導入目的）

（１） 府民サービスの向上

目的・対象 ○カルテ情報等の患者との共有

・患者にとって見やすく分かりやすいカルテ

方 法 等 ・入院患者に電子化された治療計画により説明

○地域医療サービスの向上

・診療情報を地域医療機関に提供し、患者への継続性のある医療サ

ービスと地域の医療水準の向上

○情報の提供

・システムに蓄積された情報を活用し、疾病の動向等の最新医療情

報を府民へ発信

（２） 業務運営の改善

○計画的な病院の運営管理による病院経営の改善

○カルテの保管・管理業務の省力化

担 当 課 名 京都府立医科大学 病院管理課 電 話 番 号 ２５１－５２５４

総務 － ２４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

医 師 確 保 困 難 地 域 対 策 費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別４０，４００ 千円

１ 趣 旨
府中北部地域等の医師不足に対応するため、医師確保困難地域で

働く医師の育成を強化するとともに、「医師バンク」を整備。

２ 事業内容
事 業 内 容

【京都府立医科大学】 39,400千円＜医師の育成強化＞

府内各地に多くの医師を派遣している府立医大において、新目 的

たに専攻医制度を導入することにより、多くの専攻医を確保し、対 象

医師確保が困難な地域の医療機関で働く医師の育成強化を図る。方 法 等

【保健福祉部】 1,000千円＜「医師バンク」の整備＞

ホームページや府民だよりなどの広報を通じて、府内の病院

に勤務する医師を全国公募するとともに、特に、「定年退職し

た勤務医」、「離職女性医師」を対象とした働きかけを行うこ

とにより医師確保困難地域への医師確保対策の一助とする。

① 府内の病院に勤務する医師を全国公募

↓

②「京都府医師バンク」に登録

↓

③ 登録医師を北部市町村や公立病院に紹介

↓

④ 北部病院での勤務

担当課・係名 保健福祉部医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

京都府立医科大学 病院管理課 075-251-5355

総務 － ２５


